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Ⅳ 東海地震事前対策編 
 

 

 

 

 

 

 

 
東海地震については、これまで、地震の直前予知が可能であるとの考えの下、昭和

53 年６月、「大規模地震対策特別措置法」が施行され、国が同法に基づき地震対策強化

地域を指定する等、防災対策の強化が図られてきました。東京都地域防災計画では、東

海地震の発生に伴う被害の発生を防止しまたは軽減するため、都内全域を対象に都、区

市町村および防災機関等のとるべき事前対策の基本的事項を定めています。練馬区は、

大規模地震対策特別措置法に基づく東海地震の地震防災対策強化地域には指定されて

いませんが、東京都地域防災計画も踏まえ、この章において、東海地震の事前対策を定

めています。 
 こうした中、平成 25 年５月、国は、現在の科学的知見から、確度の高い地震の予測

は難しいと公表しました。その後、平成 29 年９月、気象庁は、南海トラフ地震につい

ては、観測網の充実により地震に関する様々な異常な現象を捉えることも可能になって

きたことから、南海トラフ地震に対する新たな防災対応が定められるまでの当面の間、

「南海トラフ地震に関連する情報」〔資料編 資料 20-035 参照〕を発表することを

公表しました。また、この対応に伴い、東海地震のみに着目した「東海地震に関連する

情報」の発表は行わないこととしました。 
 これを受けて、国は、南海トラフ地震に対する新たな防災対応が定められる際に、「東

海地震の地震防災対策強化地域に係る地震防災基本計画」をはじめとする東海地震に関

する既存の計画等については見直すこととしました。都は、東京都地域防災計画の「東

海地震事前対策編」の修正については、国の法改正を踏まえて検討することとしました。 
 そのため、この章については、国および都の東海地震事前対策に係る計画等の見直し

を踏まえ、今後、修正を検討していきます。 
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